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計算書類 

貸借対照表 

                （平成24年３月31日現在） 

         （単位：百万円） 

区分 金額 区分 金額 

（資産の部）  （負債の部）  

Ⅰ 流動資産  Ⅰ 流動負債  

現 金 及 び 預 金 13,764 支 払 手 形 6,937 

受 取 手 形 2,093 買 掛 金 14,725 

リ ー ス 未 収 金 46,656 1 年内返済予定の長期借入金 8,000 

売 掛 金 6,940 リ ー ス 債 務 13 

割 賦 売 掛 金 2,325 未 払 金 2,491 

リ ー ス 投 資 資 産 7,888 未 払 費 用 805 

販 売 用 土 地 建 物 26 未 払 法 人 税 等 8,343 

資 材 及 び 貯 蔵 品 965 前 受 金 4,959 

仕 掛 品 720 預 り 金 349 

未 成 工 事 支 出 金 259 リ ー ス 前 受 収 益 39,835 

前 払 費 用 25,205 前 受 収 益 6 

関係会社余剰資金預け金 11,000 賞 与 引 当 金 2,679 

繰 延 税 金 資 産 2,102 役 員 賞 与 引 当 金 43 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 40 工 事 損 失 引 当 金 7 

そ の 他 663 資 産 除 去 債 務 80 

貸 倒 引 当 金 △125 短期債権流動化支払債務 952 

流 動 資 産 合 計 120,529 延 払 繰 延 利 益 207 

Ⅱ 固定資産  割 賦 未 実 現 利 益 379 

有 形 固 定 資 産  そ の 他 3,934 

＜ 貸 与 資 産 ＞ 134,465 流 動 負 債 合 計 94,752 

リ ー ス 用 建 物 8,978 Ⅱ 固定負債  

リ ー ス 用 機 器 557 長 期 借 入 金 21,700 

リ ー ス 用 車 両 運 搬 具 12,749 リ ー ス 債 務 81 

賃 貸 用 不 動 産 110,919 受 入 建 設 協 力 金 38,559 

リ ー ス 資 産 77 長 期 預 り 金 23,729 

建 設 仮 勘 定 1,183 長 期 前 受 収 益 7,825 

＜ 社 用 資 産 ＞ 10,904 長期債権流動化支払債務 95 

建 物 2,515 再評価に係る繰延税金負債 2,239 

構 築 物 181 退 職 給 付 引 当 金 16,723 

機 械 及 び 装 置 451 資 産 除 去 債 務 7,805 

車 両 運 搬 具 28 そ の 他 276 

工 具 器 具 備 品 148 固 定 負 債 合 計 119,037 

土 地 7,474 負 債 合 計 213,789 

リ ー ス 資 産 13   

建 設 仮 勘 定 90 （純資産の部）  

有 形 固 定 資 産 合 計 145,369 Ⅰ 株主資本  

無 形 固 定 資 産  資 本 金 21,768 

ソ フ ト ウ ェ ア 116 資 本 剰 余 金  

電 話 加 入 権 50 資 本 準 備 金 26,991 

施 設 借 用 権 利 金 56 資 本 剰 余 金 合 計 26,991 

無 形 固 定 資 産 合 計 222 利 益 剰 余 金  

投 資 そ の 他 の 資 産  利 益 準 備 金 2,749 

投 資 有 価 証 券 766 そ の 他 利 益 剰 余 金  

関 係 会 社 株 式 392 圧 縮 記 帳 積 立 金 116 

長 期 貸 付 金 160 別 途 積 立 金 52,000 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,558 繰 越 利 益 剰 余 金 10,091 

長 期 前 払 費 用 3,778 利 益 剰 余 金 合 計 64,957 

差 入 建 設 協 力 金 23,312 株 主 資 本 合 計 113,717 

敷 金 17,748 Ⅱ 評価・換算差額等  

繰 延 税 金 資 産 13,944 その他有価証券評価差額金 148 

そ の 他 905 土 地 再 評 価 差 額 金 710 

貸 倒 引 当 金 △322 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 858 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 62,244 純 資 産 合 計 114,576 

固 定 資 産 合 計 207,837   

資 産 合 計 328,366 負 債 純 資 産 合 計 328,366 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損益計算書 

（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

（単位：百万円） 

区  分 

 
金  額 

Ⅰ  売上高   

リ ー ス 収 益 95,168  

販 売 収 益 80,730  

そ の 他 89 175,988 

Ⅱ  売上原価   

リ ー ス 原 価 79,125  

販 売 原 価 59,489 138,615 

売 上 総 利 益  37,372 

Ⅲ  販売費及び一般管理費  17,724 

営 業 利 益  19,648 

Ⅳ  営業外収益   

受 取 利 息 475  

受 取 配 当 金 42  

支 払 手 形 割 引 料 125  

そ の 他 353 997 

Ⅴ  営業外費用   

支 払 利 息 1,282  

退 職 給 付 数 理 差 異 償 却 損 298  

債 権 流 動 化 費 用 31  

そ の 他 345 1,958 

経 常 利 益  18,686 

Ⅵ  特別利益   

固 定 資 産 売 却 益 2  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,135  

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 489 1,628 

Ⅶ  特別損失   

固 定 資 産 売 却 損 49  

固 定 資 産 除 却 損 128  

減 損 損 失 267  

災 害 損 失 908 1,354 

税 引 前 当 期 純 利 益  18,960 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,186  

法 人 税 等 調 整 額 154 9,340 

当 期 純 利 益  9,619 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 
（単位：百万円） 

 

株主資本 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

株 主 資 本 
合 計 資 本 

準 備 金 
資本剰余金
合 計 

利 益 
準 備 金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合 計 圧 縮 記 帳 

積 立 金 
別 途 
積 立 金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

当期首残高 21,768 26,991 26,991 2,749 109 51,000 1,942 55,802 104,562 

当期変動額          

圧縮記帳積立金の取崩     △2  2 － － 

圧縮記帳積立金の積立     9  △9 － － 

別途積立金の積立      1,000 △1,000 － － 

剰余金の配当       △513 △513 △513 

当期純利益       9,619 9,619 9,619 

土地再評価差額金の取崩       49 49 49 

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額(純額) 

         

当期変動額合計 － － － － 6 1,000 8,148 9,155 9,155 

当期末残高 21,768 26,991 26,991 2,749 116 52,000 10,091 64,957 113,717 

 
 評価・換算差額等 

純資産合計 
 

そ の 他 有 価 証 券 
評 価 差 額 金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等 
合 計 

当期首残高 117 441 559 105,122 

当期変動額     

圧縮記帳積立金の取崩    － 

圧縮記帳積立金の積立    － 

別途積立金の積立    － 

剰余金の配当    △513 

当期純利益    9,619 

土地再評価差額金の取崩    49 

株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額） 

30 268 299 299 

当期変動額合計 30 268 299 9,454 

当期末残高 148 710 858 114,576 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

Ⅰ．重要な会計方針 

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続きは次の

とおりであります。 

１.有価証券の評価基準及び評価方法 

(１)満期保有目的の債券…………………… 償却原価法（定額法） 

(２)子会社株式及び関連会社株式………… 移動平均法による原価法 

(３)その他有価証券  

①時価のあるもの………………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額につきま

しては全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。） 

②時価のないもの………………………… 移動平均法による原価法 

２.たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(１)販売用土地建物・未成工事支出金…… 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法） 

(２)資材及び貯蔵品・仕掛品……………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

３.固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産  

①リース用建物…………………………… 法人税法の規定した法定耐用年数に基づく定率法 

②リース用機器・リース用車両運搬具… 契約リース期間に基づく定額法 

③賃貸用不動産…………………………… 特定の顧客との長期の賃貸借契約に係る建物等は、賃貸

借契約期間に基づく定額法によっております。 

④その他の有形固定資産………………… 法人税法の規定に基づく定率法 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法によっております。 

(２)無形固定資産…………………………… 法人税法の規定に基づく定額法 

ただし、「ソフトウェア」については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

(３)長期前払費用…………………………… 毎期均等額 

(４)リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産………………………… 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

 

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度

開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

４.重要な引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額

を計上しております。 

①一般債権………………………………… 貸倒実績率によっております。 

②貸倒懸念債権及び破産更生債権……… 財務内容評価法によっております。 
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(２)賞与引当金……………………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。 

(３)役員賞与引当金………………………… 役員賞与の支出に備えて、当事業年度末における支給見

込額を計上しております。 

(４)工事損失引当金………………………… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末

手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額

を合理的に見積もることが出来る工事について損失見

込額を計上しております。 

(５)退職給付引当金………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末に発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異は発生年度に一括処理しており

ます。 

５.収益及び費用の計上基準 

(１)リース収益の計上基準  

①規格建築リースの場合 

(ⅰ)一般的なリース契約物件は、リース用建物の工事完成日又は、リース期間開始日のいずれか

遅い日にリース契約期間中のリース料、リース用建物の受入建上解体料及び運賃等の全額を

リース収益及びリース未収金に計上しております。 

期末においてはリース期間未経過分のリース料並びに解体未了の物件の受入解体料及び運

賃等をリース収益から控除するとともにリース前受収益として計上しております。 

(ⅱ)所定の基準による長期大型リース物件は、契約金額全額を一括してリース収益及びリース未

収金に計上し、期末においてはリース期間未経過分をリース収益から控除するとともにリー

ス前受収益として計上しております。 

②自動車・機器リース及び不動産賃貸の場合 

(ⅰ)ファイナンス・リース取引に係る 

収益の計上基準………………………

 

 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法に

よっております。 

(ⅱ)オペレーティング・リース取引に

係る収益の計上基準……………… 

リース期間経過分をリース収益及びリース未収金に計

上しております。 

(２)販売収益の計上基準  

①当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行

基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事

進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっており

ます。また、所定の基準による大型延払販売物件については延払基準により計上しております。 

②オート＆リーシング事業で取扱う割賦販売取引に係る販売収益は、割賦債権の支払期日到来基

準により計上しております。 

６．消費税等の会計処理方法………………… 税抜き処理をしております。 

７．追加情報 

（１）会計上の変更及び誤謬の訂正に 

関する会計基準等の適用…………… 

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過

去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年 12

月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 24 号 

平成 21 年 12 月４日）を適用しています。 
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Ⅱ．貸借対照表注記 

１．有形固定資産減価償却累計額 106,856 百万円 

（内、貸与資産減価償却累計額） 96,760 百万円 

２．関係会社に対する短期金銭債権 11,325 百万円 

３．関係会社に対する短期金銭債務 203 百万円 

４．関係会社に対する長期金銭債権 1,685 百万円 

５．関係会社に対する長期金銭債務 0 百万円 

６．担保に供している資産  

関係会社短期貸付金 40 百万円 

投資有価証券 113 百万円 

関係会社株式 372 百万円 

関係会社長期貸付金 1,558 百万円 

上記のうち関係会社株式を子会社の長期借入金 13,315 百万円の担保に供しております。 

７．保証債務残高 72 百万円 

従業員が銀行より借受けている住宅

融資金に対する保証債務 

0 百万円 

得意先が銀行より借受けている住宅

融資金に対する保証債務 

72 百万円 

８．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

（１）再評価の方法……………………………… 土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年３月 31 日

公布政令第 119 号)第２条第４号に定める路線価、同条

第５号に定める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補によ

る鑑定評価に基づいて合理的な調整を行って算出して

おります。 

なお、土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当することが

制限されており、その額は会社計算規則第 158条第３号

に規定する配当制限額に含めております。 

（２）再評価を行った年月日…………………… 平成 14 年３月 31 日 

（３）再評価を行った土地の期末における時価

と再評価後の帳簿価額との差額 

………………………………………………△5,218 百万円 

９．債権流動化支払債務 

リース未収金等を信託受益権として流動化したことに伴う資金調達額であります。 

10．期末日満期手形の処理 

  期末日満期手形の処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当事業年

度の末日が金融機関の休日であったため、下記の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

 受取手形 72 百万円 

支払手形 183 百万円 
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Ⅲ．損益計算書注記 

１．関係会社との取引高 

売上高 3,707 百万円 

仕入高 6,213 百万円 

営業取引以外の取引高 1,338 百万円 

２．災害損失 908 百万円は、平成 23 年３月に発生した東日本大震災による被災資産の滅失損失及び原

状回復費用等であります。 

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書注記 

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数   

普通株式  149,837,999 株 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

 平成 23年６月 17日 

定時株主総会 
普通株式 513 3.43 円 平成23年３月31日 平成23年６月20日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

平成 24 年６月 22 日開催予定の第 61 期定時株主総会において、次のとおり決議を予定してお

ります。 

①配当金の総額 2,885 百万円 

②１株当たり配当額 19.26 円 

③基準日 平成 24 年３月 31 日 

④効力発生日 平成 24 年６月 25 日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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Ⅴ．税効果会計注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（１）流動の部  

繰延税金資産  

未払事業税 588 百万円 

賞与引当金 1,013 百万円 

その他 501 百万円 

繰延税金資産合計 2,102 百万円 

（２）固定の部 

繰延税金資産  

貸倒引当金 56 百万円 

減価償却費 6,623 百万円 

退職給付引当金 6,046 百万円 

資産除去債務 2,774 百万円 

その他 714 百万円 

繰延税金資産小計 16,215 百万円 

評価性引当額 △100 百万円 

繰延税金資産合計 16,114 百万円 

繰延税金負債  

資産除去債務に対応する資産 1,648 百万円 

譲渡損益の繰り延べ 402 百万円 

圧縮記帳積立金 64 百万円 

その他有価証券評価差額金 54 百万円 

繰延税金負債合計 2,169 百万円 

繰延税金資産の純額 13,944 百万円 

  

再評価に係る繰延税金負債 2,239 百万円 

再評価に係る繰延税金負債合計 2,239 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.5％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.1％ 

住民税均等割 0.5％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 9.3％ 

その他 △0.1％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.3％ 
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３．法人税率の変更等による影響 

 
Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンピューター設備一式及び乗用車の一部については、所

有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成 23 年法律第 114 号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法」（平成 23 年法律第 117 号）が平成 23 年 12 月２日に公布され、

平成 24 年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が

行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定

実効税率は従来の 40.5％から、平成 24 年４月１日に開始する事業年度から平成 26 年４月１日に

開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については 37.8％に、平成 27 年４月１日に開

始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については 35.4％となります。この税率変更

等により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 1,746 百万円減少し、

法人税等調整額は 1,754 百万円増加しています。また、再評価に係る繰延税金負債が 318 百万円

減少したことにより、同額を土地再評価差額金に振り替えたため、土地再評価差額金が 318 百万

円増加しています。 
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Ⅶ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しており、営業債権である受取手形、リース未収金、売掛金、割賦売掛金に係る顧客の信用リ

スクは、「取引信用度基準」等に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主と

して株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、長期借入金について

は固定金利での調達を基本としており、変動金利での調達を行った長期借入金の金利変動リスクに

対しても金利スワップを実施して支払利息の固定化を実施しております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 24 年３月 31 日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません。（(注２)を参照して下さい。） 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額(※) 

時価 

(※) 

差額 

          
(１)現金及び預金  13,764   13,764   ―  
          
(２)受取手形  2,093   2,093   ―  
          
(３)リース未収金  9,081        

貸倒引当金（※1）  28        

  9,052   9,051   △1  
          
(４)売掛金  6,940        

貸倒引当金（※1）  12        

  6,928   6,928   ―  
          
(５)割賦売掛金  2,325   2,302   △23  
          
(６)リース投資資産  7,888   7,888   ―  
          
(７)関係会社余剰資金預け金  11,000   11,000   ―  
          
(８)投資有価証券          

満期保有目的の債券  113   115   2  
その他有価証券  547   547   ―  

          
(９)差入建設協力金  23,312   23,089   △223  
          
(10)敷金  17,748   15,556   △2,191  

          (１)支払手形 （ 6,937 ） （ 6,937 ）  ―  
          
(２)買掛金 （ 14,725 ） （ 14,725 ）  ―  
          
(３)一年内返済予定の長期借入金 （ 8,000 ） （ 8,000 ）  ―  
          
(４)未払法人税等 （ 8,343 ） （ 8,343 ）  ―  
          
(５)長期借入金 （ 21,700 ） （ 21,943 ）  △243  
          
(６)受入建設協力金 （ 38,559 ） （ 38,360 ）  199  
          
(７)長期預り金 （ 23,729 ） （ 20,547 ）  3,182  

（注）１.負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

２.（※1）については、貸倒引当金を控除しております。 
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資 産 

(１)現金及び預金、(２)受取手形 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。 

(３)リース未収金 

リース未収金には、リース期間未経過でリース前受収益と両建てとなっている 37,574 百万円が

含まれていることから、その金額をリース未収金から控除した 9,081 百万円に対して時価の算定

を行っております。 

なお、時価については一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リ

スクを加味した利率により割り引いた現在価値によっています。 

(４)売掛金、(５)割賦売掛金 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスク

を加味した利率により割り引いた現在価値によっています。 

(６)リース投資資産 

リース投資資産の帳簿価額は、リース取引に関する会計基準の定めに従い利息法で算出した現在

価値によっている事から、時価は帳簿価額とほぼ等しいため、当該帳簿価額によっています。な

お、貸借対照表計上額には、リース投資資産に含まれる見積残存価額 692 百万円を含んでおりま

す。 

(７)関係会社余剰資金預け金 

関係会社余剰資金預け金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっています。 

(８)投資有価証券 

投資有価証券について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引先金融機関より提示され

た価格によっています。 

(９)差入建設協力金、(10)敷金 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスク

を加味した利率により割り引いた現在価値によっています。 

  

負 債 

(１)支払手形、(２)買掛金、(３)一年内返済予定の長期借入金、(４)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。 

(５)長期借入金 

長期借入金の固定金利のもの及び変動金利で金利スワップの特例処理の対象となっているもの

については、元利金の合計額を借入期間に応じた利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。 

(６)受入建設協力金、(７)長期預り金（預り敷金） 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに債務額を返済までの期間に応じた利率に

より割り引いた現在価値によっております。 

 

(注２)時価を把握することが極めて困難と思われる金融資産 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式等 105 百万円 

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを

要すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるのであるため、

「資産（８）投資有価証券」には含まれておりません。 
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Ⅷ．賃貸等不動産に関する注記 

１.賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用の商業施設（土地を含む。）等を有しております。 

２.賃貸等不動産の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額 時価 

111,311 百万円 104,037 百万円 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。 

２．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づく金額（指標等を用いて調整

を行ったものを含む）であります。 

 
Ⅸ．１株当たり情報の注記 

１．１株当たり純資産額 764 円 67 銭 

２．１株当たり当期純利益 64 円 20 銭 

 

Ⅹ．固定資産の減損損失に関する注記 

上記の資産については、競争激化に伴う収益性の悪化等によるものであり、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（267 百万円）として特別損失に計上しております。 
３．減損損失の内訳 

賃貸用不動産 205 百万円 

建物 20 百万円 

その他 42 百万円 

合計 267 百万円 

４．資産のグルーピング方法  

継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分（事業所、各商業施設）を単位としてグルーピ

ングを行っております。 

５．回収可能価額の算定方法  

資産グループの回収可能価額は主として「不動産鑑定評価基準」に基づき評価した正味売却価額に

より測定しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

１．減損損失を認識した資産グループの概要 

用途 種類 所在地 金額 
商業施設 賃貸用不動産、リース資産 香川県仲多度郡等 247 百万円 

事業所等 建物附属設備 札幌市等 20 百万円 

２．減損損失の認識に至った経緯 
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Ⅺ．関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等の

名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 

大和ハウ

ス工業株

式会社 

（被所有） 

直接 

100.0％ 

規格建物等の工事発

注並びに規格建物、

各種車両の賃貸及び

販売をしておりま

す。 

金銭の預入 4,183 
関係会社余剰

資金預け金 
11,000 

受取利息 1  － 

有価証券の売

却代金 
1,269  － 

有価証券売却

益 
1,135  － 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．金銭の預入については、市場金利等を勘案しており、利率を合理的に決定しております。 

３．金銭の預入の取引金額については、期中平均残高を記載しております。 

４．有価証券売買の取引条件は、一般の取引条件と同様に決定しております。 

 

 


